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１．はじめに
今日，分権化や分権改革は，洋の東西を問わず，世界共通の現象になって
いると言える。英国においても，数年前から，スコットランドやウェールズ，
北アイルランドなどに地域議会を設け，中央の議会（国会）の権限を部分的
に移譲する改革がみられた。この動きを，わが国では英国における「分権改
革」と捉えてきた')。
分権改革の中身が，国によってちがうのは言うまでもないことである。先
進国における分権化の動きと，発展途上国における分権化の動きでは，その
目的や進め方も大きく異なることが予想される。また，連邦制国家における
分権改革と単一国家における分権改革では，その内容も異なるだろう。つま
り，分権改革の目的・内容．進め方などは，その国の歴史・政治制度・社会
経済的状況などによって異なると言える。
小論では,英国における具体的な分権改革の中身について見る前提として，
英国において「分権」と捉えられているその動きの種類・性格について考え
たいと思う。と言うのは,一般的に分権を意味する英語は,“decentralization”
である。わが国における分権改革などを英語で紹介する場合は，この
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"decentralization"の語を用いる。しかし，上記のように，英国で地域議会を
設けて,国会の権限を移譲する動きは,"devolution'，と呼ばれている2)｡そこで，
英国における分権の種類・性格について明確にするためには，“devolution”
なる概念について考えることが必要である。
また，英国における地方自治の歴史では，しばしば"regionalism，，の語が
登場する。特に,地方制度の再編などが議論される時に目にすることが多い。
"regionalism"の語は，英国のみならず，最近では，多くのヨーロッパの国々
において，地域（リージョン）の機能や権限を強化する動きとして広く用い
られている。それでは，“regionalism，，と“devolution"は，類似の概念．現象
であると考えてよいのであろうか。
繰り返しになるが，小論では，英国における具体的な分権改革の中身につ
いて見る前提として，“devolution，…regionalism""decentralization，，の各概念
について検討しその関連性やちがいについて考えたいと思う。
2．“devolution，，とは
（１）“devolution',概念の背景
‘`devolution,，の語は，英国以外では，用いられないように見える。この点
が，“regionahsm'，や"decentralization”との大きなちがいである。つまり，
``regionalism，，や"decentralization，'は，他の国々においても一般的に用いら
れている。ただし，このことは，逆説的な見方をすれば，“devolution，，が，
英国独特の語であることを示していると言える。
“devolution，,の語が，英国で用いられるようになったのは，１９世紀であっ
たと言われている3)。それは，アイルランドの英国からの分離独立の問題と
関連していた。英国は，言うまでもなく「連合王国（theUmtedKjngdom)」
であり，イングランド，ウェールズ，スコットランド，北アイルランドとい
う４つの部分から構成されている。この４地域は，元来は別々の王国であっ
たが，最強国であったイングランドが，次第に他の３王国を吸収・合併する
かたちで,上記の「連合王国」という形態が採られることになった。ただし，
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イングランドと他の３地域との関係，英国（連合王国）内における３地域の
立場は，かなり異なるといえる。スコットランドは，イングランドの「パー
トナー」と見なされ，スコットランド独自の法律，教育制度，教会などが認
められてきた。ウェールズには，イングランドと同じ法律や政治制度が適用
され，同化の度が最も進んでいる地域である。ウェールズ語などの独自文化
を守ろうとする雰囲気はあるが,分離独立を求めるような動きは見られない。
一方，アイルランドは，イングランドの「属国」のように扱われてきた。さ
らに，アイルランドには，カトリック教徒が多く，その点でも，国教会中心
のイングランド（英国政府）と対立することが多かった。
英国政府に虐げられ，宗教的にも対立するアイルランドの民衆は，連合王
国からの分離独立を考えるようになり，運動が展開されることになった。１９
世紀後半，この問題への対応を迫られたのが，自由党政権のグラッドストン
であった。グラッドストンは，アイルランドを連合王国の一角として繋ぎ止
めるため，アイルランドに一定の自治権を与えるという妥協案を考案した4)。
この自治権は,「ホームルール（homemle)」と呼ばれた。結果的には,グラッ
ドストンの妥協案は，成功することなく，アイルランドは，英国から分離独
立し，アイルランド共和国（当初は，アイルランド自由国）となった。ただ
し国教徒の多い北部は，連合王国の枠組みに残り，それが北アイルランド
である。
グラッドストンの試みは失敗に終わったが，分離独立の勢いの強い地域に
一定の自治権を与え,連合王国の枠組み内に残すような策として"devolution'，
という語が使われるようになった。その意味でも，やはり“devolution"は，
英国独特の概念であり，連合王国という特殊な国の成り立ちと関連した概念
と言える。
（２）“devolution,，と連邦制
それでは，“devolution"は，連邦制のようなものかと言えば，これも少し
異なる。結論から言えば，“devolution"は，単一国家と連邦制との中間型で
ある。その意味では，準連邦制（quasi-federahsm)5)と言うことはできる。
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それでは，“devolution”と連邦制ではどこが異なるのか。
連邦制と言っても，アメリカ，カナダ，ドイツなど各国ではその性格は微
妙に異なる。ただし，連邦制の`性格として言えることは，連邦制では，連邦
政府の機能と州政府の機能は明確に分けられ，それは，憲法によって明記さ
れ，その分担に疑義がある場合には，連邦の最高裁判所が判断することなど
が制度上確立されていることである。連邦制では，憲法上，一旦州政府の機
能・権限に分類されたものは，州政府が最終的な責任を負う。つまり，それ
に対して，連邦政府が介入することは許されない6)。
一方，“devolution"においても，中央政府と各地域議会（政府）の機能・
権限は，法律上，分けられている。スコットランド議会やウェールズ議会の
設置を規定しこれらの地域議会の機能･権限を定めた「スコットランド法」
および「ウェールズ政府法」は，不文憲法の国である英国では，憲法を構成
する法律と見なされているので,憲法上規定されているとも言える。ただし，
その規定のしかたが問題である。つまり，これら地域議会に与えられる機能・
権限は，“devolvedmatters，，と呼ばれ，中央の議会（国会）には，それを修
正し取り上げる権限が残されている。国会が，変更の意思を発揮しない限り
は，“devolvedmatters，，については，地域議会に任せられているが，それは，
連邦制において州政府が有するように最終的な権限ではない7)。
（３）“devolution,，の中身：そのタイプ
そう考えると,``devolution"は,連合王国という国の成り立ちだけではなく，
議会主権というウェストミンスター国会の有する強大な権限を前提としたし
くみであり，その意味でも，英国独特の概念であるといえる。
繰り返しになるが，“devolutioIT,とは，中央の議会が有する権限の一部を，
各地域の議会に「移譲」することであるが，その権限移譲の中身が問題であ
る。ここでいう中身とは，社会福祉とか地方自治などという政策分野の話で
はなく，立法権を含むか執行権のみかという意味で用いている。
具体的に見ると，立法権を含むかたちでの"devolution"は，スコットラン
ドの改革で見られたもので，スコットランド議会には，課税変更権と主要立
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法の制定権が与えられた。一方,執行権のみの"devolution，'としては，ウェー
ルズにおける改革の動きをその例として挙げることができる。ウェールズ議
会には，スコットランド議会が持つような立法の制定権は与えられず，国会
が制定した法律の枠組みの中での細則の制定権のみが与えられた。そこで，
スコットランド議会の持つ立法権を「一次立法権」ウェールズ議会の持つ
執行権を「二次立法権」もしくは「従位立法権」と呼ぶ。その後，ウェール
ズにおいても，ウェールズ議会からウェストミンスター国会に対して，法律
の制定を請求するようなしくみが整えられ，将来的には，スコットランド型
の"devolution"を求める声もあるが，現状では，いまだに「二次立法権」の
範囲に留まっていると言える。
狭義の"devolution，，には，以上の２つのタイプがあるが，広義のものとし
ては，もう一つのタイプを付け加えなければならない。それは，行政事務実
施上の"devolution,，と言うべきものである8)。これは，具体的には，１９９７～
99年のスコットランドやウェールズでの分権改革以前に行われていたもの
である。分権改革前，スコットランド，ウェールズ，北アイルランドには，
中央政府の総合出先機関として，スコットランド省，ウェールズ省，北アイ
ルランド省がそれぞれ設けられていた。これらの省は，中央政府の命令を現
地において忠実に実施する機関であった。分権改革後，これらの省は形だけ
残されたが，規模は大幅に縮小され，職員の大半は，新しく誕生した地域議
会の政府へ移ることになった（表ｌ参照)。
以上のように，英国の"devolution，，には，３つのタイプがあると言える。
最後の行政事務実施上のものは別として，前の二者は，立法権の程度に力点
があることが特徴である。
3．“regionalism，，とは
（１）“regionalism,，の背景・要因
さて,本節では,"regionalism"の種類･`性格について考えたい。“regionalism,,
とは，日本語にするのが難しい語であるが，「地域主義」と訳されるがこと
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表１“devolution"の３つの意味
が多いようである9)。“regiOnaliSm"は，リージョン（地域）の文化や自治を
重視する考え方である。この場合，リージョン（地域）とは何かということ
が問題になる。地理的（空間的）広さから言うと，県（カウンテイ，デパル
トマンなど）よりは広い範囲（区域）を指す。そして，リージョン（地域）
の成り立ちから見ると，人為的．行政管理上の必要から形成されたというよ
り，民族．言語．文化的な共通基盤の上に，歴史的に形成されたものであり，
社会経済的なまとまり（－体性）を形作っているものといえる'０)。このリー
ジョン（地域）の持つ２つの性格は,相互に関連し合っている。と言うのは，
各国における県の成り立ちを見た時，それは人為的に作られた面が強いから
である。英国のカウンテイは，１９７２年の地方制度再編の際，人為的に作ら
れたものである。また，フランスのデパルトマンも，時代は少し遡るが，フ
ランス革命の際，県の広きが均等になるように設計されたものである。つま
り，リージョン（地域）の性格としては，人為的に作られた県より広い区域
で，自然発生的・歴史的に形成されたものと言える。
それでは，連邦制や単一国家における州という単位とリージヨン（地域）
６
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は，領域的に同じものだろうか。大体同じものと考えてよい。ただし，州が
創設される時に，歴史的に形成されてきた旧来のリージヨン（地域）を再編
して，州が作られることはある。その原因として次の２つのことが挙げられ
る。一つは,ヨーロッパにおける歴史的に形成されたリージヨン（地域）は，
中世の領邦国家にそのルーツを持つものがある。文化的には強い同一性（ア
イデンティティ）を保っていても，州という政治．行政上の単位を設置する
場合，人口・面積・経済力などの面で不均衡がある場合には，若干の修正が
施される。もう一つは，ドイツやイタリアなどの第二次大戦に敗れた国では，
大戦前の王政の時代やファシズム支配期の影響力を取り除くために，伝統的
なリージヨン（地域）に修正が加えられることがあるｕ)。
そのようにリージヨン（地域）の広がりについて整理すると,"regionalism，,
の`性格についても次の点が見えてくる。つまり，“regionalism"は，上記のよ
うに，リージョン（地域）の文化や自治を重視する考え方であるが，独自性
の強調や自治権の拡大などの「運動」としての`性格と，州やその他の行政単
位などの「政治制度」としてすでに機能しているものの２種類があると言え
る。ただし，この両者の区別は排他的なものではなく互換的なものである。
英国を例にとると，上記のように，分権改革前に，スコットランドやウェー
ルズ，北アイルランドには，中央政府の総合出先機関が設けられていたが，
各地の民衆は，自治権の拡大を求めて，運動を展開した。これは，「運動」
としての"regionalism”と言える。つまり，限られた行政的機能だけを果た
していた「政治制度」に対して，より大きな自治権を求めた「運動」が行わ
れたわけである。いずれにせよ，“regionalism'，には，「運動」と「政治制度」
という２つの面があるということができる12)。
（２）ヨーロッパにおける"regionalism，，の動向
それでは，ヨーロッパにおける"regionahsm，'の動向は，どうなっているの
であろうか。ここでは，“regionalism，'の動きを州の創設と関連させて述べて
みたい。ある程度の地理的な広さを有する国を対象として，イタリア，フラ
ンス，ドイツ，スペインの４か国と，規模は小さいが，“regionahsm"の面か
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らもユニークな国づくりが行われているベルギーの計５か国を取り上げたい。
まず，イタリアの州は，地理的な意味では，以前から存在していたが，州
政府のしくみは，１９４８年憲法によって創設された。イタリアの州制度には，
特別州と普通州の２種類がある。特別州には，個別立法に基づいて，普通州
より大きな権限が与えられている。具体的には，シチリア，サルデニアなど
の５つが特別州で，言語，少数民族，島部などの点で特殊な権限が認められ
ている｡また，特別州の中でも，人口やその権限などにばらつきが見られる。
普通州の倉|｣設は，特別州に比べて，時期的にかなり遅れて，１９７０年になっ
てやっと創設された。その理由は，与党のキリスト教民主党が，中部地域で
の左翼勢力（共産党）支配の州政府の成立を怖れたためであった。普通州は
１５あるが，その中でも人口規模にばらつきが見られる。また，普通州の財
源や権限は当初，制約されていたが，その後，徐々に拡大されていった。イ
タリアの州制度の特徴は，州が立法権を有していることである。普通州も，
特別州ほどではないが，憲法によって立法権が認められている'3)。
イタリアには，古くから都市国家や領邦国家が存在し，元々，地域主義の
伝統が強い。上記のように1970年になって，普通州の倉Ⅱ設が実現した背
景としては，上記のように，普通州の創設に反対していたキリスト教民主党
が，社会党と連立政権をつくる必要から，社会党が提案した州の創設を受け
入れざるを得なかったという経緯がある。社会党は，共産党と共に，州の創
設が政財官の癒着を抑制し，住民の政治参加を高め，州間格差を是正すると
考えた。また広域的な地域発展計画の作成が必要とされ，その担い手とし
ての州の創設が求められた。州は，独自の財源を持たず，国からの交付税の
みに依存している。それが，州の自治権の面で大きな問題点になっている。
その一方，計画管理行政の面では，州は大きな役割を果たしている。国は，
｢額縁法（LeggiCornice)」と呼ばれる基本法を定め，州は具体的な内容を州
法によって定めるという国と州との権限分担が行われている。州は,この｢額
縁法」に基づいて，環境保護や地域計画に関する計画管理行政を展開してき
た'4)。
次にフランスの州について概観したい。フランスには，中世以来の伝統を
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有する「地方」（または「領邦」＝province）という地域区分があり，これ
が今日の州制度にも影響を与えている。現在，フランスには，２６の州（本
土22,海外州４）がある。州の淵源は，第２次大戦中のヴイシー政権が戦
時下の治安維持のために設置した１８の州と州長官の任命に遡ることができ
る。その後，県を超えた広域行政の担い手として，特に，国の経済計画を遂
行するものとして，ド・ゴール政権下で「州活動管区」が設定され，２１の
管区の線引きが行われた。１９６４年のデクレ（政令）によって，州活動管区
は「州」（region）の名称に改められた。州は地方団体ではなく，国家の経
済政策を地方において実現するための手段であり,経済的団体と考えられた。
その後の州をめぐる改革は粁余曲折を経た。1969年にド・ゴール政権下
で州を完全な地方団体にし，州の権限を拡大する改革案が国民投票にかけら
れたが，否決された。次のポンピドゥ政権では，州に関する漸進的な改革が
目指され，州を「公施設法人」に位置づけ，州の組織（機構）を整備した。
そして，1982年地方分権法により，州は公選の「州議会」とその議会の間
接選挙による「州知事（州議会議長)」を有するに至った'5)。
ドイツは，連邦制国家であり，州の果たす役割が大きい。外交と国防は連
邦政府の仕事であるが，教育，警察，司法，文化産業政策などは州によっ
て管轄されている'6)。ドイツも，バイエルン王国，ザクセン王国，ハンザ
同盟などの領邦国家や自由都市の歴史を有し，1871年に成立したドイツ帝
国（プロイセン国王を皇帝に擁した）自体が，連邦制的性格を有していた。
1990年の東西ドイツの統一によって加わった旧東独地域の５州を合わせて，
現在１６の州がある。ただし，ここでは，“regionalism”との関係から旧西独
の州が成立した経緯についてだけ触れておく。1945年のナチス・ドイツの
降伏後，ドイツの統治権は連合軍に移譲された。英米仏の軍政府は，州を設
立する方針で一致しており，アメリカ軍占領地域に４州，イギリス軍占領地
域に４州，フランス軍占領地域に３州が成立した。その後，若干の再編があ
り，結局，西ドイツには１１の州が設けられた。そのうち，バイエルン，ブ
レーメン，シュレスヴィヒ・ホルシュタイン，ハンブルクの４州は，戦前の
ままの形で州になったが，他の７州は新しく設けられたものだった17)。ドイ
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ツは，連邦制国家であり，元来，州の機能と権限が強く，分権的色彩が強い。
｢地方主権」や「多極分散型」の国として,最近,わが国でも注目されている。
しかしそれは，上記のような領邦国家や自由都市などの歴史的に形成きれた
地域文化アイデンティティの影響が大きいと言える。
スペインでは，1978年憲法によって，連邦制を採用し，自治州を設置す
ることにした。自治州の意味としては，民族・文化的なアイデンティティの
高さを認め，そこに政治.行政上の自治権を認めるものである。ただしス
ペインの自治州は，当然に設定されるものではなく，住民などの関係者が所
定の手続きを踏むことによって設置される点に特徴がある。１９７９年にカタ
ルーニヤとバスクに最初の自治州が設置され，その後，1983年までに１７の
自治州が設置された。このうち，カタルーニャ，バスク，ガリシアの３州は，
民族的･文化的独自性が強く，憲法においても特別な扱いを受けている□特に，
バスクは，独自の言語を有し，また鉱物資源を利用した重工業が盛んで経済
的にも豊かで，民族意識が強い。民族解放組織「バスク祖国と自由」（ETA）
による過激な分離・独立運動が問題になっている'8)。
最後にベルギーの例は，世界的に見てとてもユニークである。そのユニー
クさは，第一に，言語を基盤にした「共同体」と，地理的な区分の「地域」
という二重のしくみによって統治されていることである。第二のユニーク
さは，かつては単一国家であったが，1993年に連邦制へ移行した点である。
ベルギーでは，古くから，主にフランス語を使う地域，オランダ語を使う地
域，少数だがドイツ語を使う地域，そして，フランス語とオランダ語の両方
を使う地域があり,特に,フランス語とオランダ語の対立が見られた｡地域は，
フラマン地域，ブリュッセル首都地域，ワロン地域の３つに大きく分かれる。
フラマンとワロンの各地域には，それぞれ５つずつの州を有している19)。共
同体は，言語･教育･文化･移民･健康政策などを担う。一方，地域は，農業・
観光．雇用．住宅．環境政策等を担っている20)。連邦制への移行は，４度に
わたる憲法改正を経て，段階的に進められたものであった。しばしば，言語
圏どうしの対立も見られ，このユニークなしくみが，維持できるかどうか，
今後も観察する必要がある（表２参照)。
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表２ヨーロッパにおける州制度の比較
出典:室田哲男「欧州連合加盟国の地方制度と地方分権の動向」（｢地方自治｣第641号、
2001年)、ぎようせい、表２を加工
1１
イタリア フランス ドイツ
の数 普通州１５、特別州５ 2６（本土2２、
海外州４）
1６
設置年 特別州：1948年
普通 1970年
1964年 1945年
設置の背景 特別州については、
地理的・民族的多様
性への配慮。普通州
については、政治腐
敗の抑制、政治参加
の推進。
国家の経済政策（地
域開発）の推進がね
らい
連合軍による州単
位での占領統治が
背景
州の権限
(中央との関係）
医療、社会保障、文
化、職業訓練、土地
利用計画、地域経済
振興など
国士・地域開発、企
業助成、自然保護、
高等学校の建設・維
持、職業訓練など
州固有の立法分野
は､地方自治､文化、
警察など
の財源 国からの交付金に大
きく依存していた
が、1998年の州生産
活動税の導入によ
り、独自財源が増加
した ◎
地方税が５３％、国の
交付金が３０％、地方
償が13％
歳入のうち、税収入
が70％を占める｡そ
のうち約８割が共
同税収入、その他連
邦交付金が16％
スペイン ベルギー
の数 自治州１６ 言語共同体３
(フラマン、フラン
ス、ドイツ語）
州３（フラマン、ワ
ロン、ブリュッセル）
設置年 1979年 1993年
設置の背景 民族的・文化的多様
性
言語圏どうしの対立
州の権限
(中央との関係）
地域開発計画、州内
の公共事業、農林畜
産、文化遺産、社会
扶助、保健衛生
言語共同体：文化、
教育、対人社会サー
ビス
地域開発、生活
環境整備、経済政策、
地方自治
の財源 財産税、相続税など
が国から自治州に移
譲される。一般交付
金、目的交付金の割
合も高い
付加価値税の分配税
の割合が高い。租税
立法権は限定されて
いる ０
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以上のように，ヨーロッパの国々の州制度を"regionalism''の関心から概
観した。そこで，その特徴として次のようなことが言えるのではないか。①
州の倉Ｉ設の背景やその区域割には，中世からの領邦国家などの歴史と伝統が
影響しているということである。つまり，それは，“regionahsm，，の特徴とし
ても，歴史的伝統のようなものを有しているということである。②特別な権
限が認められる州の場合，イタリアの特別州やスペインの自治州などは，言
語，民族，地理的条件（島部）などがその要因となっているということであ
る。これらの点も，“regionahsm"の特徴と言える。③州の中には，分離主義
的な傾向を持つものがあるという点である。具体的には，スペインのバスク
地方,ベルギーの連邦制もその維持が危ぶまれている。これは,"regionalism”
も常に分裂の危機に直面していることを物語っている。つまり,"regionalism”
は，国家の統合と分化の間において，どちらかと言えば，分化への志向性を
内包するものと言える。
もう一つ，上記の観察から言えることは，ヨーロッパの主要国では，英国
を別にして，連邦制国家か単一国家かのちがいを別にして，州というしくみ
を有していることである。その意味でも，“regionalism，'と州は関連したもの
と言える。
ヨーロッパにおける"regionalism'，の動向に関する話の最後に，ＥＵの地域
政策について少し触れたい。ＥＵ（その前身のＥＣの時代から）では，構成
国の各地域（リージョン）の経済発展を促進するねらいから，欧州構造基金
という補助金を各地域に配分している。構造基金には，インフラ整備などを
主目的にした地域開発基金と人材育成などのソフト事業を主対象にした社会
基金の２種類があるが，いずれも経済的に衰退した地域が配分（交付）の対
象である。構造基金も，ＥＵの拡大によって，その性格を変化させてきた。
しかし,いずれにせよ，この構造基金の存在が,ヨーロッパにおける地域(リー
ジョン）の意味を再認識させる働きをしたことは間違いがなさそうである。
ＥＵや地域（リージョン）の存在感が高まる一方で，国家の存在は相対的に
小さくなってきていると言える21)。
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（３）英国における"regionalism,,の動向
本節の最後に，英国における"regionahsm"の動向について整理しておき
たい。それは，スコットランド，ウェールズ，北アイルランドについての状
況と，イングランドに関する状況では，かなり異なりが見られる。そこで，
この２つを分けて見ていきたい。まず，前者から概観する。
スコットランド，ウェールズ，北アイルランドは，“devolution"が実現し
た地域であり，その点では，この３地域では"devolution”と“regionalism"は，
同じことを意味していると言える。ただし“devolution"の内容も異なるし，
"regionalism，，の背景や意味も異なる。スコットランドでは，英国からの分離
独立を求める声もあったが，自治権（自律性）の拡大を求める勢いが強く，
それが，スコットランド議会の設立という政治的な分権"devolution"に結実
したと言える。ウェールズでは，分離独立の要求などは少なく，自治権の拡
大というより，ウェールズの独自文化を守り維持するという声が強かった。
ウェールズの中でも，地域によってその声の程度にはちがいが見られるが，
イングランドとの境に近い地域では，イングランドとの同化の度が高く，一
方，西ウェールズなどでは，ウェールズ語の維持などの面で，地域文化への
愛着が強い。北アイルランドについては，問題が最も複雑である。現状のま
ま英国の一角に留まることを望む人々（ユニオニスト）と，英国の枠組みか
ら離れて，アイルランド共和国との一体化を望む人々（ナショナリスト）が
あり，両者の対立は厳しい。以上のように，結果としては，“devolution”と
"regionalism"は同じことを意味しているが，“regionalism'，の意味が異なるの
である。
それでは，イングランドについてはどうか。イングランドでは，スコット
ランドやウェールズ，北アイルランドで見られたような，英国からの分離独
立や自治権の拡大を求めるような動きは全く見られない。“regionalism"は，
行政的な意味で用いられている。つまり，中央省庁の出先機関の地域割など
の際にそれがイングランド古来の伝統的・地理的な地域割に合致するか否
かなどの点が論じられる。また，℃ityRegion，，というものが，しばしば論じ
られることがある。これは，大都市を中心とし，周辺の市町村を含めた社会
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経済的な圏域の一体性を意味する語である。それが，社会経済的なレベルに
とどまらずに政治．行政上の機能や権限を持たせようという構想である。
イングランドにおける地方制度の再編などの際に，画一的な二層制（カウン
テイとデイストリクト）への対抗的な選択肢として，“CityRegion"構想が登
場することがしばしばある。最近も，イングランドを８地域（大ロンドン
を除いて）に分ける公選制の地域議会を設置しようとする動きがあったが，
それが失敗に終わってから，急に"CityRegion"論が論じられるようになっ
た22)。
4．“decentralization”とは
（１）“decentralization,,の一般的な意味と英国における意味
小論の冒頭で述べたように「分権」に相当する英語は一般的に
は"decentralization"である。それでは，“decentralization”とは何か。
"decentralization''とは「上位機関から下位機関への権限の委譲」を意味して
いる。分権に関する著作があるＢＯスミスによれば，“decentralization''に
は次の５つの特徴があるという。①`decentralization"の概念は，伝統的な
中央地方関係より広い概念であり，地理的意味と統治構造上の意味の双方を
含むものであり，②"decentralization"は，先進国・途上国ともに，経済（状
況）や社会的・政治的目的と関係していて，③"decentralization"は，目的
への手段であり，ドグマやそれ自体が目的ではない。④"decentralization"は，
本質的に変化する過程である。そして，⑤"decentralization"は，意思決定
に対する責任を伴う権限委譲を意味しており，それらを伴わない委任や出先
機関の分散とは区別されるべき概念である23)。
上記のスミスの整理のうちの①については，Ｙメニーも，西欧諸国の比
較研究の中で指摘したことである。メニーは，英国，フランス，西ドイツ，
イタリア,スペインなどの西ヨーロッパ諸国を対象とする比較研究を行った。
メニーは，中央地方関係を政府間関係のレベルと，政治的・地理的意味を持
つ中央・周辺関係に分けているが，後者の中央・周辺関係は，７０年代以降
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活況を呈するようになったと説明した。つまり，“decentralization"は，統治
構造に基づく政府間関係レベルの狭義の中央地方関係より広い概念で，政治
的・地理的意味を持つ中央・周辺関係を併せ持った概念であるということに
なる。ただし,この説明は,"decentralization"と“regionalism"の説明にもなっ
ている。と言うのは，政治的・地理的意味を持つ中央・周辺関係というのが，
まさに"regionalism"だからである。
そして，メニーは，比較研究を通じた経験的蓄積に基づいて，中央と周辺
を分ける機能的特徴として，次の１１点を挙げた。①国の分権構造，②過去
の歴史・過程，③過去の分権主義者たちの反応，④憲法上のしくみ，⑤法的
伝統，⑥政治的環境，⑦経済システムの性格，⑧行政の規模と組織，⑨政治
エリートの性格，⑩周辺の要求に対する抵抗勢力，⑪中央との交渉における
周辺の有する資源の１１点であった24)。
また，ベネット（RBennett）は，欧米で用いられる.`decentralization，，に
は，２つの意味があると指摘した。一つは，国から地方への分権の意味であ
るが，もう一つは，官から民への分権と言われるものの存在を指摘した。後
者は，公共と民間政府と市場の関係の再編を目指すものであり，従来は公
的セクターが担ってきた権限を私的セクターへ移すことである25)。わが国で
は，前者のみを「地方分権」と捉え，後者を「規制緩和」と捉えて区別して
いる。
このように，“decentrahzation"の意味も一様ではなく，そこには多様性
が見られるが，英国で"decentralization,，の語を用いる際には，さらに注
意が必要である。と言うのは，英国で"decentrahzation，'と言う時，それ
は，組織内における権限委譲を意味するからである。例えば，ある地方自
治体の組織内における上位機関から下位機関への権限委譲などを指す際に
"decentralization，，の語が用いられる26)。この用法は，“delegation（委任）”
に近いと言える。
(2)世界的な分権化のトレンドと西ヨーロッパにおける分権化傾向
今日分権化は世界的な現象である。“decentralization'，の語は，世界の共
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通語であるという指摘もある。ただし各国の``decentralization"の中身を
見ると，それぞれの国の社会経済的な事情を反映して，分権化の目的や進め
方，中身にちがいが見られる。`例えば，旧社会主義諸国や発展途上国では，
従来の集権的・武断的政治手法からの脱却を目指して，分権的手法を志向し
ている。これらの国々では，分権化は民主化の要請と結びついている。
一方，先進工業国では，分権化は行政改革の一環として捉えられており，
効率性の要請と結びついて求められた。この効率`性の価値を達成するための
手段・方法として，民営化や規制緩和，分権化などが目指されており，これ
らを総称して「行政改革」と呼んでいる。つまり，先進工業国では，分権化
も行政改革の一つの手段．方法ということになる27)。
さて，諸外国の中でもいち早く分権化に取り組んだのが西ヨーロッパの
国々である。シャープはその状況を次のように説明している。シャープは，
1960年代までの西ヨーロッパの民主主義諸国では，集権化傾向を示してお
り，集権化を論じる論議が多かったが，７０年代以降，各国は分権化を示す
ようになり，また，それを論じた論議が見られるようになったことを指摘し
ている。シャープは，７０年代後半からの西欧諸国における分権化の動きと
して,①都市地域内における近隣住区への分権化,②地方政府再編の動き（自
治体統合など)，③リージョナル・レベルにおける新しい代表体の創設とい
う３つの特徴を指摘した28)。
ヨーロッパにおける分権化の進展には，ヨーロッパ統合の動きも影響を与
えていると言える。特に，各国で見られる分権化の動きの基本的な思想．理
念となっているのは，「補完性の原理」である。「補完性の原理」は，その淵
源を辿ればアリストテレスの昔にまで遡る古い概念であり，「社会のより小
さな単位に独力で問題処理にあたる権利を認め，より上位の単位は必要な場
合にのみこれを補助するという原則」29)である。それを中央．地方関係で言
うと,住民に最も近い政治･行政レベルを優先するということになるにの｢補
完性の原理」は,欧州連合（EU）のマーストリヒト条約の中でも採用された．
そして，この「補完性の原理」を別な形で明記したのが1985年に採択
された「欧州地方自治憲章」である。憲章は，自治体の決定などに市民が参
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加することを促し，それを加盟国間における共通の基準で評価することをね
らっていた。憲章は，３部で構成されていたが，地方自治の実際に関係する
のは，第１部である。そこでは，概略，次の３点の内容が示されていた。①
自治体の運営は，住民の民主的なコントロール（選挙）の下に置かれるとと
もに，自治体の権限と責務は，「補完性の原理」に基づいて与えられること，
②自治体に対する国等の行政的監督は，憲法や法律などを根拠にして行われ
るべきであり，また国等の関与に対して，自治体にも意見表明の機会が与
えられること，③自治体の財源は，憲法や法律に基づいて与えられると共に，
自治体にも一定の課税権が認められること。そして，財政力の弱い自治体に
は，財政均衡化の配慮をすると共に，補助金については，できる限り使途を
限定すべきではないことなどが示された30)。これらの３点は，分権化の思想
で貫かれており，「欧州地方自治憲章」が制定されたことにより，ヨーロッ
パの分権化の動きがさらに加速したと言える。
（３）比較と"decentralization，，の座標軸
加茂の観察によれば，ヨーロッパ諸国の分権化には，２つの流れがあると
言う。一つは，中央政府から地方政府への「権限移譲」であり，もう一つは，
｢市民への移譲｣，市民参加の拡大である。この場合の市民への移譲が意味す
るものは，スウェーデンやイタリア，フランスなどで導入された住民投票の
制度化（最終決定権は自治体議会が有するが）や，地区の開発・建築許可な
どを審査するための住民評議制度の導入などの動きである3')。
また，ヨーロッパの国々の分権化の動向を，州レベル強化型，市町村レベ
ル強化型，混合型の３つに分ける見方もある。州レベル強化型としては，自
治権を有する自治州を設置したスペインや連邦制へ移行したベルギーなどが
それである。市町村レベル強化型としては，合併などによって市町村の行財
政基盤を強化しつつ,市町村に分権を行ったもので，スウェーデン，デンマー
ク，フィンランドなどの北欧諸国の例がそれにあたる。混合型は，イタリア
やフランスである32)。
比較政治学の岩崎美紀子は，地方分権の推進力として，民主化文化的ア
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イデンテイテイ，近代化の終焉，行財政改革，グローバリゼーションの諸要
因を挙げた。これらと並んで，分権化の方向（流れ）に見られる一つの潮
流を指摘した。それは，形式的分権から実質的分権への流れである。その
潮流について，さらに，２つの動きを整理して説明した。－つは，官治分権
(deconcentration）から自治分権（decentralization）への流れであり，もう
一つは，権限委譲（delegation）から権限移譲（devolution）への流れであ
る33)。前者は，地方団体（機関）の長の選出（選任）方法によるちがいであ
り，官治分権では，地方団体は国の出先機関であり，長の選任方法は中央政
府による任命制であるが自治分権では，領域内の住民の選挙によって選出
される。一方，後者は，地方団体に付与された権限（自律性）の大きさによ
るちがいであり，権限委譲では，地方団体は中央政府（委譲する側）の意図
に即して行動するという点で，中央政府の代理人に過ぎないが，権限移譲で
は，中央政府からの関与や指示はなく，地方団体は政策形成に関する自律性
を享受するという。また，この委譲と移譲のちがいは，中央地方関係におい
てだけではなく，企業における本社と支社の関係などにも見られると説明し
ている34)。
そして，岩崎は，官治分権から自治分権への流れの例として，フランスの
第３共和制初期に行われた分権改革や，第５共和制における分権改革を挙げ
た。前者では，県議会の選出制と市町村長の市町村議会による互選が実現し
た。また，後者では，県知事の選出方法が，中央による任命制から県議会に
よる互選に変わり，州についても，州議会議員を直接選挙することが実現し
た｡権限委譲から権限移譲への流れの例としては,デンマーク，スウェーデン，
ノルウェーなどの北欧諸国で行われた自治体の規模の拡大（自治体再編）と
財源移転（包括補助金化)，社会サービスなどの自治体への移譲の改革を例
として挙げた。さらに，自治分権と権限移譲を一気に実現させた改革例とし
て英国を位置づけた。つまり，地域議会の創設→議会選挙→地域政府の成立
→地域政府への権限移譲という改革の進め方を行うことにより，上記の官治
分権から自治分権，権限委譲から権限移譲という流れとは異なる大胆な改革
を実現させたと見ている。また，岩崎は，これらの改革を進める上で，住民
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投票という民主的な手続きを踏んだことを評価している。さらに，英国（連
合王国）の成り立ちにも注目して，地域議会の創設の動きを「統一国家の形
成にイングランドが使った手法を逆に使う大胆な改革」と見る見方は興味深
い観察である35)。
5．おわりに
小論では,英国における地方分権の概念を明らかにするために"devolution”
"regioIlalism'，"decentralization”という３つの概念・意味のちがいを明確にす
ることに努めてきた。
．`devolution''は，他国ではあまり用いられない，英国ならではの概念であっ
た。それは，英国の連合王国という国の成り立ちと関連しており，英国を形
成する各地域が連合王国の枠組みから分離独立することを抑えるため，当該
地域に一定の自治権（自律性）を与えるという性格のものであった。ただし，
"devolution''の程度・内容は一様ではなく，つまり，分離独立の要求の強さ
や連合王国形成の歴史的背景，イングランドへの同化の度合いなどによって
多様性が見られた。“devolution"の力点は，立法権の移譲にあった。
“regionalism"は,地理的には県より広い区域(広域)を意味する概念であり，
民族・言語・文化的な共通基盤の上に歴史的に形成されたものであった。ま
た，独自性の強調や自治権の拡大といった「運動」としての性格と，行政単
位として機能する「政治制度」としての側面を持っていた。ヨーロッパでは，
"regionalism"は,州という「政治制度」の形を採ることが多かった。ただし
－部の"regionahsm，，の「運動」の激しいところでは，国家からの分化の動
きを見せるところもあった。また，最近のヨーロッパでは，ＥＵが，積極的
に.`region,，の経済開発（振興）に取り組む動きが見られた。これも「政治制
度」として"regionalism"を活用する動きと言える。英国では,地域によって，
"regionalism，,と``devolution，,がほぼ同じものとして使われるところと，別の
動きを意味するところが見られた。
“decentralization"は，論者によって，その定義が異なったが，最大公約数
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的な共通項を取ると,上位機関から下位機関への権限の委譲(移譲)であった。
ＢＯスミスとＹメニーは，中央地方関係だけではなく，地理的な意味での
中央・周辺関係も意味するとした。しかし，それでは，“decentrallzation'，と
"regionalism"のちがいが明らかにならない。スミスやメニーの言う中央・周
辺関係を"regionalism”と理解するならば,"decentralization"は,"regionalism”
をも内包する広い（大きな）概念ということになる。また，ベネットは，官
から民への分権,規制緩和の動きも“decentralization'，の中に含めた。加茂は，
ヨーロッパにおける分権化の動きを,中央政府から地方政府への「権限移譲」
と，中央政府から市民への「権限移譲」という２つの動きで捉えた。岩崎美
紀子は，各国の分権化に共通する潮流として，形式的分権から実質的分権へ
の動きを指摘し，それをさらに，官治分権から自治分権へ，権限委譲から権
限移譲へという２つの動きで捉えた。
各国とも分権改革の進め方や内容には，それぞれの国の歴史や文化，統治
構造などが影響を与えていると言える。その意味で，英国における分権化の
動きは，“devolution'，と呼ばれ，上記のように，英国の国の成り立ちと大き
く関係していた。ただし英国の分権化の動きを"devolution，'の面からのみ
見るのではなく，それとは若干異なる“regionalism"の面から見ることも必
要であると言える。と言うのは,上記のように,地域によっては,"devolution'，
と“regionalism"の動きが重ねっているところと重なっていないところがあ
るからである。また，ＥＵという国家を超える政治制度の存在，Ｅｕから各
地域への働きかけ（影響力）についても留意することが必要と言える。
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